
1. 継続組織の前提

継続組織の前提に重要な疑義が生じる状況は発生していない。

2. 重要な会計方針

1 財務諸表の作成基準

財務諸表は、新公益会計基準に基づき作成しております。

2 棚卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法による原価法によっております。

3 固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く。）は定額法、平成28年4月1日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。

（２）無形固定資産

定額法を採用しております。

4 引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、法人税法に規定する法定繰入率により計算した回収不能見込額を計上しております。

5 リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっています。

6 消費税等の会計処理

税抜き方式によっております。

3. 重要な会計方針等の変更

該当なし

財務諸表に対する注記


